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１-１．首都高速の経済効果

2

品川線の経済効果※１は

約２３００億円（毎年）

中央環状線の経済効果※１は

約６６００億円（毎年）

首都高ネットワークのこれまでの経済効果※２は

３００兆円（累計※３）
※３ 1962年（初期開通）～ 2015年（中環全線開通後）までの累計

 首都高利用の約９割を占める１都４県内（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県、茨城県）に起終点を持つ

利用を対象に経済効果を試算

 品川線の経済効果（GRP変化額）は約2,300億円/年、さらに中央環状線の全線では約6,600億円/年

 また、首都高ネットワークのこれまでの経済効果は約300兆円（1962～2015年までの累計）

※１ 神戸大学大学院 小池淳司教授・筑波大学 堤盛人教授・首都高速道路株式会社により、SCGE（空間的応用一般均衡）モデルで2015年度（品川線開通の次年度）の社会経済状況を基準として品川線整備
あり/なしの場合のGRPの差を経済効果として計測

※２ 神戸大学大学院 小池淳司教授・筑波大学 堤盛人教授・首都高速道路株式会社により、マクロ計量経済モデルで、各年の首都高あり/なしの場合のGRPの差を算出した結果を合計して経済効果として計測
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１-２．品川線による経済効果

3

 中央環状線が完成して環状のネットワーク機能がフルに発現したことによる広域的な再活性化も含めて、

品川線による1都4県の経済効果（GRP変化額）は約2,300億円/年

 地域別では、品川線沿線(川崎区・大田区)、アクアライン経由(市原市)で効果が大きい

 産業別では、これら地域に集積する化学、石油・石炭産業、鉄鋼、非鉄金属、金属製品で効果が大きい

※１ 首都高利用の約９割が１都４県内（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県、茨城県）に起終点を持つ利用
※２ 神戸大学大学院 小池淳司教授・筑波大学 堤盛人教授・首都高速道路株式会社により、SCGE（空間的応用一般均衡）モデルで2015年度（品川線開通

の次年度）の社会経済状況を基準として品川線整備あり/なしの場合のGRPの差を経済効果として計測

効果の大きい産業

※上位10産業を整理

GRP（域内総生産）：地域内の企業が1年間に生みだす利益（生産量から生産コストを除いたもの）、人々の所得や政府の税収の源泉
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１-３．中央環状線全線による経済効果
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 中央環状線全線による1都4県の経済効果（GRP変化額）は約6,600億円/年

 沿線都区部では、金融関連をはじめとしたサービス業への効果が大きい

 また、中央環状線利用が見込まれる川崎区、埼玉県南部、市原市（アクアライン経由）、多摩地域（中央

道経由）の製造業が集積する地域への効果が大きい

効果の大きい産業効果の大きい地域

（億円/年）
※上位10産業を整理
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・金融関連や商業関連など
サービス業が集積

【凡例】：GRP増分

100億円/年～

50億円/年～

～ 50億円/年

※１ 首都高利用の約９割が１都４県内（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県、茨城県）に起終点を持つ利用
※２ 神戸大学大学院 小池淳司教授・筑波大学 堤盛人教授・首都高速道路株式会社により、SCGE（空間的応用一般均衡）モデルで2015年度（品川線開通

の次年度）の社会経済状況を基準として品川線整備あり/なしの場合のGRPの差を経済効果として計測

GRP（域内総生産）：地域内の企業が1年間に生みだす利益（生産量から生産コストを除いたもの）、人々の所得や政府の税収の源泉

中央環状線全線による
1都4県※１の経済効果（GRP変化額）は

※２

約6,600億円/年
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１-４．首都高ネットワークによる経済効果
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 首都高の整備により道路交通の円滑化が図られ、生産性の向上、経済の好循環などにより経済成長が実現

 初開通から中環全線開通後までの首都高ネットワークによる経済効果（GRP変化額）は約300兆円

 中環全線開通後の２０１５年時点の経済効果（GRP変化額）は約12兆円/年
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(約190兆円/年)の

約6％に相当！
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７号線完成/京葉道路接続

6号線完成/常磐道接続

（
兆
円/

年
）

中環東側完成/東北道接続

１号線完成

中央環状線の全線開通
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※１ 首都高利用の約９割が１都４県内（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県、茨城県）に起終点を持つ利用
※２ 神戸大学大学院 小池淳司教授・筑波大学 堤盛人教授・首都高速道路株式会社により、マクロ計量経済モデルで、各年の首都高あり/なしの場合のGRPの

差を算出した結果を合計して経済効果として計測

GRP（域内総生産）：地域内の企業が1年間に生みだす利益（生産量から生産コストを除いたもの）、人々の所得や政府の税収の源泉

1962年（初開通）から2015年（中環全線開通後）までの
首都高ネットワークによる1都4県※１の経済効果（GRP変化額）は

※２
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参考１-１ 中央環状線の概要

中央環状品川線は、首都圏3環状道路の最も内側を構成する「中央環状線」の南側区間を担

う路線であり、中央環状品川線の開通により、中央環状線が全線完成

東北道 常磐道

関越道

中央道

東名高速

第三京浜

湾岸線

アクアライン
館山道

京葉道路

東関東道

中央環状線

外環道

圏央道

中央自動車道

渋谷入口（下）開通（ 下 から 内・外回りへの利用が可能）
2019年（令和1年）12月

大井JCT（ 東行き から 外回り）の区画線改良（2車線化）
2019年（令和1年）9月
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 中央環状線の整備に伴い、都心環状線の利用台数は減少、一方、中央環状線の利用台数は増加

 品川線の開通後では、中央環状線の利用台数が都心環状線の利用台数を上回る

参考１-２ 中央環状線の利用状況

■都心環状線・中央環状線の利用台数

平均日利用台数
（万台／日）
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中央環状線都心環状線

1982年3月～1987年9月
中央環状線

（葛西ＪＣＴ～江北ＪＣＴ）

2002年12月
中央環状王子線

2007年12月
中央環状新宿線

2010年3月
中央環状新宿線

2015年3月開通
中央環状品川線

＜使用データ＞ 車両感知器データ（平日24時間平均、各年度（4月～翌3月）
※ただし、2000年度は（平日24時間平均、10月）

2000年度 2005年度 2013年度 2018年度

2002年12月
王子線
開通

2007年12月
新宿線

（西新宿～熊野町）
開通

2010年3月
新宿線

（大橋～西新宿）
開通

2015年3月
品川線
開通
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参考１-３ 中央環状線の効果（都心部の渋滞緩和）
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 中央環状線の全線開通により交通分散が図られ、都心環状線や放射路線の渋滞が削減

 都心環状線及び放射路線の渋滞損失時間が減少しており、環状機能を発揮

■中央環状線内側の渋滞損失時間の変化

：放射路線（中環内側）の渋滞損失時間

：都心環状線の渋滞損失時間都心環状線

放射路線（中環内側）

2002年12月
中央環状王子線

2007年12月
中央環状新宿線

2010年3月
中央環状新宿線

2015年3月開通
中央環状品川線

＜使用データ＞ 車両感知器データ（平日24時間平均、各年度（4月～翌3月））

1982年3月～1987年9月
中央環状線

（葛西ＪＣＴ～江北ＪＣＴ）
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2000年度 2005年度 2013年度 2018年度

3.74

2.18

5.83
5.45

2002年12月
王子線
開通

2007年12月
新宿線

（西新宿～熊野町）
開通

2010年3月
新宿線

（大橋～西新宿）
開通

2015年3月
品川線
開通
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 中央環状線の整備に伴い、中央環状線内側の旅行速度が徐々に改善

参考１-４ 中央環状線の効果（都心部の旅行時間の改善）

■平均旅行速度の変化

【2002年】

＜使用データ＞
車両感知器データ(平日昼間12時間平均)2014年10月平日平均

＜使用データ＞
車両感知器データ(平日昼間12時間平均)2019年10月平日平均

【2007年】※王子線開通後

【2014年】※新宿線（熊野町～西新宿）及び新宿線（西新宿～大橋）開通後 【2019年】※品川線開通後

＜使用データ＞
車両感知器データ(平日昼間12時間平均)2002年10月平日平均

＜使用データ＞
車両感知器データ(平日昼間12時間平均)2007年10月平日平均

王子線
2002年12月開通

新宿線(熊野町～西新宿)
2007年12月開通

品川線
2015年3月開通

改善

新宿線(西新宿～大橋)
2010年3月開通

1982年3月～1987年9月
中央環状線

（葛西ＪＣＴ～江北ＪＣＴ）

改善

改善

凡例

： 0～20km/h ：20～30km/h ：30km/h以上



参考２ 首都高ネットワークの推移
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 首都高速道路は、1962年の開通から、約60年の間に東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県にまたがる総延

長320.1kmのネットワークに成長

 現在では1日約 100 万台の自動車が利用
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220.0
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310.7
320.1

94.9

101.4

S52 5号池袋線（北池袋～高島平）・湾岸線（新木場～浦安）ほか開通

H6 湾岸線（空港中央～大黒JCT）開通

日平均通行台数※

日平均
利用台数※

供用延長

Ⅰ期
都心環状線と
放射路線の整備

Ⅱ期
都市間高速との接続

Ⅲ期
さらなるネットワーク整備

S42 2号目黒線（一ノ橋JCT～戸越）ほか開通

S39 1号羽田線（鈴ヶ森～空港西）
4号新宿線（三宅坂JCT～初台）ほか開通

S45 6号向島線（江戸橋JCT～向島）
7号小松川線（両国JCT～京葉道路接続）開通

S57 湾岸線（浦安～東関道接続）
湾岸線（大井～昭和島JCT）ほか開通

S59 6号三郷線（三郷JCT～小菅JCT）ほか開通/常磐道接続

S62 中央環状線（葛西JCT～四つ木）
川口線（川口JCT～千住新橋）開通/東北道接続

H1 狩場線（石川町JCT～横横道路接続）ほか開通

H14 中央環状線（板橋JCT～江北JCT）ほか開通

H19 中央環状線（熊野町JCT～西新宿JCT）開通

H21 中央環状線（西新宿JCT～大橋JCT）開通

H26 中央環状線（大橋JCT～大井JCT）開通/中央環状線全線開通

H28 横浜北線（生麦JCT～横浜港北JCT）開通

H29 晴海線（晴海～豊洲）開通

H24.1 距離別料金移行

H28.4 対距離料金移行

S46 3号渋谷線（渋谷～用賀）開通/東名接続

S51 4号新宿線（高井戸～中央道接続）ほか開通

H5 5号池袋線ほか開通/東京外環接続

H9 アクアライン接続

※距離別料金制移行前は、料金圏ごとに料金所通過台数をカウントし、その総合計を日平均通行台数としている。そのため、１台の車両が２つの料金圏で連続して首都高を利用した場合は２台とカウントされる。
距離別料金制移行後は、料金圏が撤廃されたため、利用エリアにかかわらず料金所通過台数をカウントし、その総合計から日平均利用台数を算出している。


